
１ 編成概要

２ 事業概要 （単位：千円）

（１）臨時特別給付金費（福祉推進部　長寿福祉課）

 ・ 住民税非課税世帯物価高騰支援給付金給付事業

 補助率 国 １０/１０

（２）児童手当費（こども家庭部　子育て支援課）

 ・ 住民税非課税世帯物価高騰支援こども加算給付金給付事業

 補助率 国 １０/１０

（３）人件費の追加補正
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３ 補正予算の規模 （単位：千円）
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　 基準日（令和６年１２月１３日）に松山市の住民基本台帳に記録され、世帯全員の
令和６年度住民税均等割が非課税である世帯に、１世帯当たり3万円を給付する。
　 ※課税者の扶養親族等のみの世帯を除く。

　 基準日（令和６年１２月１３日）に松山市の住民基本台帳に記録されている
対象児童（基準日において同一世帯となっている１８歳に達する日以降最初の
３月３１日までの児童）が属する世帯のうち、上記（１）の給付金を受けた世帯主に、
児童１人当たり２万円を給付する。
　 ※基準日以降、３月３１日までに生まれた新生児を含む。

　 今回の補正予算では、国の交付金を活用し、物価高騰の影響を受けている所得の低い世帯を
速やかに支援するため、（１）住民税非課税世帯に、１世帯当たり３万円の給付金を、（２）前記（１）の
給付金を受けた子育て世帯に、加算として児童１人当たり２万円の給付金を給付する。
　 また、（３）人事院勧告等に準じた給与及び期末・勤勉手当の引上げに伴い、人件費を追加補正
する。

0
1,038

19,22219,222

39,340
4,950
1,903

0

0
20,260

04,950
1,903

10,564
22,961

10,564
21,923

0

6,342 6,342

会計・款


